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2.近代以降の社会システムが持つ構造的規定性

(Level II) ;資本運動・蓄積

前節で得られた「構造的支配J概念は，あく
まで抽象レベルを人類社会レベル (Level皿)

に設定した議論であった。したがって，近代以

降の社会システムでは，構造的支配がどのよう

な形態で「実現Jl)しているのかを示さなけれ

ば，構造的支配の「規定性Jを評価できない。
そのためには抽象水準2)をさらに下げて， I生

産Jがどのような「社会関係」で成されるのか
を具体的に問題にする必要がある。社会システ

ムにおいて生産関係が持つ「構造的支配」とし

ての性格は再構築されるべき仮説なのである。

(1) 生産関係としての商品関係

資本制社会システムにおいて，階級過程はど

のような形態で再生産されるのだろうか。当然，

資本制社会システムにも階級過程は存在するわ

けであるが，他の社会とは違う形態を持ってい

る。この形態的差異こそが歴史特殊性を表現す

ることになるわけであるが，当該の社会システ

1) 前節で獲得された「構造的支配」は一般性とし

て，歴史的規定'性を持った資本制的「支配Jとい
う特殊性の中で「実現」している。問題は，どの

ように「実現」しているのかであるが，その具体

的実現形態は以下本文で展開しているつもりであ

る。なお，篠原三郎『現代管理論批判』新評論，

1978年， 28頁では，異なる抽象水準の諸関係を

「実現j関係であると， I管理」に関連させてでは
あるが，同様の指摘を行っている。

2) 山田は Neo-Marxismの方法論(特に Carche-

di)を利用して，生産様式・社会構成体・具体的

社会という抽象レベルを設定している。山田の一

連の論文から(特に方法論)非常に多くの示唆を

受けたが，彼が利用した三つの抽象水準は踏襲し

ていない。山田信行『労使関係の歴史社会学:多

元的資本主義発展論の試み』ミネルヴァ書房，

1996年， 68-70頁を参照せよ。また，世界システ

ム論における Frankらのグループの研究成果を

考慮すると， I生産様式」概念すら根源的に再構
成しなければならないと言える。彼らの最近の

成果の 1つとして， Robert Denemark， J onathan 
Friedman， Barry K. Gills， George Modelski， 

WorZd System History: The SociaZ Science 01 Long-

Term Change， Routledge， 2000などが挙げられる

だろう。

ムが持つ社会諸関係の総体3)がそれである。抽

象レベルを下げていきつつ，社会諸関係総体の

具体的形態を明らかにしていこう。

では，社会諸関係総体の過程的形態形成の把

握にはどの切り込み口を選択すべきだろうか。

これまで述べてきた通り あらゆる社会システ

ムは剰余労働なくして存在できないわけである

から，まず，当該社会システムにおける生産関

係をどういう社会関係が担っているのかを特定

化する必要がある4)。なお ここでいう生産関

係の具体的な機能5)とは LevelIIIでの分析から

① 生産資源と生産条件とのコントロールに

立ち入る社会形態を規定すること

② 社会的労働過程の展開を組織化し，この

過程に社会成員を配置すること

③ 個人的・集団的労働生産物の流通と分配

の社会形態を規定すること

と考えている。

上記の①②③を考慮したとき，資本制社会

3) Sayer， 0ρ. sit.， p. 40.， Carter， op. sitリ p.53.に

同様の指摘がある。

4) 人類学の知見によると， I生産関係」が，ある
時は「親族関係jであったり(オーストラリア原

住民)，ある時は「政治関係」であったり(紀元

前5世紀頃のアテナイ)，ある時は「宗教関係」

であったり(古代エジプト)することがわかって

いる。すなわち，社会科学の問題系は， Iどんな
条件で，どんな理由から，ある社会審級が生産関

係の機能を引き受けるのか。また，ある審級がど

んな条件でどんな理由で，生産関係の再生産を統

制し，全体としての社会関係の再生産を統制する

のか」であると定式化される。モーリス・ゴドリ

エ(山内 潤訳)r人類学の地平と針路』紀伊国
屋書庖， 1976年， 64頁から引用。本稿は，企業と

いう抽象レベルではあるが，生産関係の過程的形

態形成の具体的展開なのであるが，その背景には，

ゴドリエのいう「社会科学の問題系Jとそこにお
けるー領域として，経営(経済)学を位置付けよ

うという意図がある。

5) モーリス・ゴドリエ(山内 頑訳)r観念と物
質:思考・経済・社会』法政大学出版局， 1986年，

22頁から引用した。また同「生産様式・親族関

係・人口構造J(山崎カヲル編『マルクス主義と
経済人類学』柘植書房， 1980年所収)185頁も参

照せよ。
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システムでは商品関係が労働力にまで到達して

いるために，生産上のあらゆる経営資源が商品

という形態で排他的に管理(①)されており，

社会的労働過程は 商品としての労働力・労働

対象・労働手段の結合過程として組織化(②)

され，労働生産物は商品という形態で交換(流

通・分配)される(③)ことを通じてしか，す

べての社会的(再)生産は達成されない。した

がって， 1商品関係の全面化」が資本制社会シ

ステムにおける生産関係ということになる。

(2) 資本制社会システムにおける「構造的

支配」の特質

資本制社会システムにおける生産関係が「商

品関係の全面化」として設定されることで，資

本制社会システムの構造的特質の何が判明する

だろうか。

まず第一に，労働(力)にまで商品関係が到

達してしまっていることから，階級過程が労働

力以外売るものをなにも持たない「賃労働者」

階級と労働手段と労働対象を占有する「資本

家J階級とで構成されることになる。なお，
Level IIでは， (生産関係としての)商品関係

を人格化した存在として「賃労働者」と「資本

家」が把握されており 6)，自律的な意思を持つ

6) 繰り返しになるが，ここで使っている「労働

者JI資本家」というのは，賃労働ー資本関係
(商品関係のー形態)によって付与される人格化

されたカテゴリーであり，自然人が社会関係から

付与される役割を意味している。「人間は意思的

に存在する前に，労働する個人として実践的に存

在し，自己を知る前に実践的関係を形成してい

るJ(有井行夫『株式会社の正当性と所有理論』
青木書庖， 1991年， 241頁から引用)のである。

したがって，ある自然人はどちらか一方でしかな

いということはなく，同時に二つの役割を果たし

ているということもありうるし，一定の人間集団

で一つの役割を果たすということもある。抽象レ

ベルをどの水準に設定するのかに依存するだろう。

自然人が一定の社会関係の中で多くの役割を担う

ことがあることについては， Resnick and Wolff， 

“Classes in Marxian Theory"， Review of Radical 

Political Economics， Volume 13， Number 4， 

(Winter， 1982)， p. 10.， Bob Carter， Capitalism， 

class conflict and the neω middle class，ノ

た自然人という水準は意図的に想定されていな

い7)。すなわち， (生産関係としての)商品関

係を形成・再生産するために，一定の機能が有

効に遂行されるかどうか8)ということが問題と

なる抽象レベル (LevelII) なのである9)。こ

の抽象レベルにおいては，賃労働者=非占有者，

資本家=占有者という一対一対応が想定されて

いるから， 1賃労働者」は剰余労働(剰余価
値)を創出する人格， 1資本家」は取得・分配

する人格であると規定されることになる(階級

過程の資本制的形態)。

こうして，資本制社会システムの構造的特質

の一つが抽出できる。すなわち，その歴史的規

定性ゆえに，非資本制社会システムと異なり，

「資本家」は，特別な「経済外的強制力Jの行
使なしに， 1賃労働者jに対して一定の経済的

強制力 (1支配権力J10))を行使できる 11)社会条

'¥.Routledge & Kegan Paulう 1985，p. 65.や片岡信
之『現代企業における所有と支配』白桃書房，

1992年， 22-23頁，有井，向上書237頁なども参照

せよ。また「人格」と「人間jとの差については

有井，向上書の注75を参照せよ。

7) すなわち，理論的に想定できるだけであって，

現実的には，複数の人聞が一つの職場に集中する

わけであるから，資本制社会システムにおける社

会的労働過程も，生成した瞬間から集団的特質

(collective character) を帯びるのである。

8) 片岡信之『経営経済学の基礎理論』千倉書房，

1973年， 217頁を参照した。

9) 機能的遂行主体は，より具体的な抽象水準では

資産家として存在したり，賃金労働者であったり

する。そういう意味で所得階層というのは単なる

指標であって，一定の社会関係の結果でしかない。

何ら概念的差異を規定する基準ではないのである。

そういう意味で，いわゆる階層理論は権力論とし

ては限界を持たざるをえないだろう。

10) これは筆者の造語であって， I構造的支配(=
生産関係)の再生産を達成するように行使される

権力」という意味で使っている。

11) Ellen Meiksins W ood， Democracy against capi-

talism; renewing historical materialismタ Cambridge

U niversity Press， 1995 (石堂清倫監訳・森川辰

文訳『民主主義対資本主義:史的唯物論の革新』

論創社， 1999年， 70頁)や山田，前掲書 (1996

年)27頁も指摘しているように，経済権力と政治

権力が制度的に分化しているということ自体ノ
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件下にあるということである12)。

次に，商品関係が労働力を含めたあらゆる領

域に浸透することから，資本制社会システムは

もう一つの重要な社会条件を構造的特質として

持つこととなる。すなわち，すべての経営資源

が個別分権的に占有されている 13)ということは，

二重の意味で自由な賃労働と社会的生産の無政

府性・無自覚性とを意味することでもあるから，

あらゆる主体に競争を必然化させ，各社会的労

働過程にできるだけ効率的な増殖と蓄積・無限

拡大再生産を強制することになる。こうして，

資本とは「価値の増殖運動ないし機能jニ購入

した経営諸資源の「生産的消費たる使用，新た

に作られた製品の販売たる処分，そしてその貨

幣化による剰余価値の収益という各権能の反復

的な実現プロセスJ14)という定義が与えられる

ことになる。いわば資本制社会システムにお

ける諸組織は生産関係である商品関係の全面化

が強要する機能的諸関係によって結びつけられ

ているのである 15)。

以上までの議論をまとめると， Level IIとい

う抽象水準で議論することの意味は二つあった。

すなわち，資本制社会システムは

①商品関係の全面化(生産関係の特殊形

態)が「支配一従属」という権力関係の基

礎を形成している

¥が，資本制社会システムの歴史的な特殊性である。

12) この抽象レベルにおける「権力」概念は，タイ

プ化される前段階での完全一方向的なものとして

想定されている。このように，資本制社会システ

ムでも，それ以外の社会システムと同様，生産関

係が一定の権力関係の基盤を形成し，個別具体的

な主体の行動・意思決定を規定 (1構造的支配J)
していることが端的に了解できる。

13) この特質を拙稿「企業支配論のー視角J(経営
学史学会年報『経営学百年:鳥献と未来展望』文

異堂， 2000年所収)では「構造的分化」と表現し

ている。

14) 青木孝平『ポスト・マルクスの所有理論:現代

資本主義と法のインターフェイスj社会評論社，

1992年， 237頁から引用した。

15) ジョナサン・フリードマン「マルクス主義・構

造主義・俗流唯物論J(山崎カヲル編，前掲書所
収)134頁を参照した。

② 上記の権力は恋意的に行使されるわけで

はなく，効率的な増殖と蓄積がなされる範

囲という基準である

ということを構造的特質(=社会システムに

おける生産関係の支配的規定性)として持つの

である。他の社会システムと同様，資本制社会

システムのあらゆる局面を I(構造的に)支

配Jしているのは，上記のように規定された資
本制社会システムが持つ構造的特質なのであ

る16)。

3.企業レベルにおける「構造的支配」の再生産

(Level 1 ) 

Level IIまでの議論をすることで，資本制社

会システムが持つ構造的特質を端的に示すこと

ができた。しかし，その抽象性ゆえに限界も露

呈する。すなわち，剰余労働の創出・取得・分

配という階級過程と「構造的支配」との資本制

的特質を確定することを可能にしたが，階級過

程における諸主体の闘争や対立等といった抽象

水準まで議論を具体化していないために，静態

的な議論しかできない。「企業における支配権

力の重層的決定関係Jを分析するには，生産関
係の過程的形態のさらなる具体化が必要である。

(1) I生産関係」と「企業J
Level IIの議論は， I賃労働者」にしろ「資
本家」にしろ，より具体的な(意思・思考・感

16) ウルズラ・シュム=ガーリンク(豊田謙二他

訳)r労働・組織・支配:批判理論としての労働
社会学』ユニテ， 1983年， 111頁で，賃労働ー資

本関係は「社会的支配関係」として把握されるべ

きことを主張し， 1自由裁量権の不公平配分」は
「賃労働ー資本関係の表現」であるとしている。

いわば，筆者(坂本)が LevelIIの分析を行っ

た意義は，賃労働 資本関係が持つ「社会的規定

性(=構造的支配)Jを明確にすることにあり，
Level田で「権力」を三つに類型化して分析する

のも「不平等配分」の具体的形態を分析するため

である。また，有井は，有井，前掲書195頁で，

筆者(坂本)が言う「構造的特質」を「ブルジョ

ア社会での社会的形態一般の存在性格は，資本を

媒介する諸形態として，資本の諸形態として規定

できる」と表現している。
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情・意識等)生きた人格として規定されている

わけではなかったから， I闘争・対立」といっ

た要因は組み込まれず，あくまで完全一方向的

に権力関係が再生産され 自動的に階級過程の

拡大再生産が達成されると前提化されていた。

そこで，抽象水準をさらに下げるために

(Level I)，階級過程を構成する各社会的労働

過程で結合する経営諸資源の具体的な「人格的

担い手J17)という媒介変数を組み込んでみると，

人格的担い手を媒介させた経営諸資源、の統制・

管理という「闘争領域 (contestedterrain) J18) 

が出現することになる。

17) I人格的担い手」という表現は受動的な意味で
f吏っているわけではない。具体的には， I生産関
係」を担うわけであるが， I人格の特殊性」が生
産関係の形態的な再生産のあり方を具体的に左右

することになるわけであるから， I担い手」が
「生産関係」を規定している側面も想定している。

18) 周知のように， I闘争領域」とは Richard
Edwards， Contested terrain: the transformation of 

the ωorkpZace in the twentieth century， Basic 

Books， 1979の題名である。彼は経営規模の巨大

化の中で，企業における統制が人格的ないし単純

統制 (personallsimplecontrol)から官僚的ない

し構造的統制 (bureaucratic/structural control) 

に変化することを，企業という「闘争領域Jにお
ける統制形態の変化として捉えたのであった。

Edwardsは逃れていると思うが，統制形態が企

業内において「人格的な形態から非人格的な形

態」へ変化するということを過度に理解してしま

うと，資本制社会システムの構造的特質の重要な

ー側面である〈経営資源の個別分権的管理状況〉

まで看過してしまい，経営規模の巨大化と経営構

造の複雑化をもって「組織社会の到来」であると

か「資本主義パラダイムの終罵」であるという議

論につながってしまう。経営規模の巨大化や組織

的管理への転換が「資本主義的パラダイムの終

駕」を意味する契機ではないことを示すことは本

稿の重要な論点の一つである。また， Dan Claw-

son， Bureaucracy and the Zabor process: the trans-

formation of U. S. industry， 1860-1920， Monthly 

Review Press， 1980 (今井斉監訳，百田義治・

中川誠士訳『科学的管理生成史:アメリカ産業に

おける官僚制の生成と労働過程の変化:1860-

1920年』森山書庖， 1995年も 16-18頁， 67頁にお

いて社会的労働過程を闘争の場であると指摘して

いる。

こうして， I企業(グループ)J19)の定義がで

きる。すなわち， I企業(グループ)J とは，資

本制社会システムにおける生産関係を媒介にし

て成立する社会的労働過程を「重層構造化J20)

したものであり，経済的/物的・政治的/管理

的・イデオロギー的/知識的審級で構成される

と言える21)。ここでいう「経済的/物的審級」

「政治的/管理的審級JIイデオロギー的/知識

19) ここでいう「企業」とは資本運動の具体的な存

在形態であるが，それは現象的には統合されて個

別企業に析出する場合もあればある一定のグルー

フ。性を持って析出することもあり，どういう時空

的条件を設定するのかに左右されるだろう。宮坂

純一「経営管理の論理 1J r産業と経済J(奈良産
業大学)第5巻第2号， 1990年， 81頁，坂本恒夫

「企業集団論の視点と課題Jr創価経営論集J第15
巻第 1号， 1990年， 78頁を参照せよ。

20) 片岡，前掲書 (1973年)37頁， 49-50頁，同，

前掲書 (1992年)41頁を参照したが，片岡の場合

は個別企業レベルを想定した理論化である。筆者

(坂本)の場合，拙著『企業における支配権力の

重層的決定関係』関西学院大学出版会， 2002年で

扱った三つの事例分析からもわかるように， I企
業グループ」レベルも想定している。また，経営

学(経済経済学)の研究対象に関する論争がかつ

てなされたが，企業(支配)論の観点からは片岡

信之の「企業の生産諸関係j説が有効であると筆

者は考える。なお， 日本の経営学説史上において，

片岡説が占める位置については斐富吉『経営学発

達史』学文社， 1990年，第9章を参照せよ。

21) 山田は賃労働一資本関係を基底的階級関係とし

て，上向していく過程で階級関係をより精密化し

て独自な労使関係を導出するという論理展開をし

ている。これは山田がナショナルレベルまで射程

に入れた「労使関係の歴史社会学Jを研究の中心
に置いているからだろう。筆者(坂本)が階級関

係と言わず，生産関係としたのは未聞社会まで視

野に入れた概念構成であるということと「企業レ

ベルにおける生産関係」の具体化に研究上の力点

があるからである。そういう意味では， Bura-

woyが労働過程論争において，賃労働一資本関

係を経済的関係だけでなく政治的関係やイデオロ

ギー的関係をも含めて 「生産における社会的諸

関係 (socialrelations of production) Jと規定し
たことは注目に値する。労働過程は諸領域の複合

的全体であるというわけである。 MichaelBura-

woy， The poZitiω of production: factory regimes 

under cajうitaZismand sociaZism， Verso， 1985， pp. 

7-8.， pp， 11-12.を参照せよ。
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的審級J22)とはそれぞれ「経営諸資源の再生産

を通じた剰余の創出と取得過程J["経営諸資源
に関する管理・統制過程J["経営諸資源に関す
るあらゆる知識の占有過程jを意味している。

なお， ["経営諸資源」とは個別企業内のものに

限定されていないことは言うまでもない。

(2) ["構造的支配」と「支配権力の重層的

決定関係」

前項の「企業」の定義を受けて，企業レベル

(L evel I) における「構造的支配」の存在形

態の具体的内容を考えてみると， ["生きた労働

である賃労働」が，どういう形態で， ["蓄積・

対象化された労働である資本」から分離され，

そしてそれらが結合する生産諸条件が，商品関

係を通じて，どのように「所有・統制・管理」

されているのか，その構造はどうなっているの

かということになる。

より具体化してみると，購買・製造・販売・

財務といった一連の経営諸過程をどういう人格

的担い手が， どれぐらいのレベルで， どの範囲

を統轄・管理しているのか，その構造全体が

「構造的支配」の具体的内容である。すなわち，

誰が，増殖の原資である資金をどういう形態で

供給・調達し，どう投資配分し，何をどれくら

い購買し，どこと提携し，どういう組織編成で

製造・管理し，誰に販売し，そして獲得した増

殖分はどれだけであり，次期にどう配分するか

22) 山田は「階級関係の三領域」として， I経済・
政治・イデオロギー」領域を考えている。山田に

よれば， I政治・イデオロギー領域」とはマクロ
社会の政治・イデオロギー構造を合意しているの

ではなく，経済構造に制約された「政治的なも

のJIイデオロギー的なもの」であると指摘して
いる。山田信行『階級・国家・世界システム:産

業と変動のマクロ社会学』ミネルヴァ書房， 1998 

年， 21頁を参照せよ。このアナロジーがここで

使っている三つの審級にも言える。具体的な意味

内容が書かれているので誤解はないと思うが，企

業レベルにおける生産関係の構成要素として三つ

の審級は考えられている。すなわち，三つの審級

は生産関係の構成要素であるから，筆者の言う

「構造的支配」の再生産の具体的形態を構成して

いる。

という一連の動態的過程の管理構造全体である。

当然，一連の諸過程はある特定の自然人を介

して遂行されるわけであるが，あくまで遂行主

体は資本の増殖とそこから導出される経営構造

の中に自らの構造的位置を見つけるのである。

そうすると， ["唯一の支配主体」とか「誰が支

配者か」という問題設定一支配の実体論的把握

一自体それほど重要な意味を成さない23)といえ

よう。

このような既存パラダイムにおける実体論的

把握を乗り越えるために導入されるのが「タイ

プ化された支配権力」概念である。すなわち，

① 司令的支配権力

企業における生産関係(構造的支配)

を再生産するために，直接的に発せら

れる，ある単位が持つ能力

② 制約的支配権力

司令的支配権力が行使される前になさ

れる意思決定における認知情報に介入

することで，行使される命令情報の選

択可能性を制約する，ある単位が持つ

能力

③ 収益的支配権力

自律的になされる司令的支配権力の行

使を利用することによって，自らの目

標を達成することができる，ある単位

が持つ能力

23) このことは遂行主体の分析が無駄ということを

言っているわけではないし，諸主体間の権力格差

ももちろん存在する。遂行主体の能力如何が当該

資本の増殖の効率性を左右するわけであるから，

そういう意味で資本運動を規定している。松尾秀

雄『所有と経営の経済理論』名古屋大学出版会，

1987年， 149-153頁で，遂行主体の行動そのもの

を原理とした「行動論アプローチ」から，遂行主

体の重要性や流通や競争といった概念も勝手に自

己展開するわけではないことを指摘している。筆

者(坂本)がここで示唆したいのは，遂行主体が

どういう思想の持ち主であっても，社会システム

レベルで規定されている，資本の自己増殖という

資本制社会システムが持つシステム的特質から逃

れることは出来ないということである。有井，前

掲書26，92頁にも同様の指摘がある。
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を利用することによって，支配権力の「比重問

題Jは「支配権力の重層的決定 (overdetermi-
nation) 関係」として表出されることとなる。

こうして，事例研究を通じて指摘していた，

表咽の e)という論点がようやく解消されるこ

とになる。この e)はj去ノfラダイム・来且織ノfラ

ダイムの両方に共通する難点であった。すなわ

ち，他と比較したとき，相対的に優位な機能や

構造上の優先順位・権力差というものがあるわ

けである。このE命点 e)を解決するために，

① Level IIまでの論述から抽出できた，資

本蓄積・運動という社会システムが持つ構

造的規定性=構造的支配の再生産という範

囲内で

② 「意思決定」概念と三つに「タイプ化さ

れた権力J(司令的支配権力・制約的支配
権力・収益的支配権力)を導入し，意思決

定の過程的構造における相対的な戦略的位

置が設定

されるのである。なお，どの機能が相対的に優

位性を持っか，どの機能にどの権力が付随する

のかは，時間的・空間的条件に左右される24)。

以上のことより，企業における支配権力とい

うのは重層的決定関係25)として表出し，あるー

24) Michael Schwartz，“Who Controls Large 
American Corporation: Theories and Evidence" 

(呉天降訳「大会社を支配するのは誰か:理論と

現実J)r立教経済学研究』第44巻第4号， 1990年，
228頁で，金融機関や特定原料供給者・需要者等
が強い影響力を持ちうることを指摘している。拙

著の三つの事例も，権力の重層的決定関係の具体

的展開である。

25) 川崎文治「株式会社における支配とビジネス
リーダーシップJ(岡村正人博士古稀記念論文集
『現代経営学と株式会社』有斐閣， 1978年所収)， 
467頁で川崎は「支配の貫通性とそのプロセス」
を強調している。藤本光夫「ベルギー大企業にお

ける所有・支配・管理(上)J r法経論集.1 (愛知
大学)第93巻第 2号， 1980年， 71頁において，
De Vroeyは，はじめから支配を構造的に捉えて

おり，問題はどういう主体がどういう範囲で介入

しているのかであるとしている。 彼については

Michel De Vroey，“The Separation of Own-

ership and Control in Large Corporations"，ノ

定の条件では属人的に一極に権力が集中する傾

向もあるが，別の条件では構造的に分化してい

るということもありうる。すなわち，理論的に

は，属人的に統合された形で経営諸機能が遂行

されることで「支配-従属」という権力関係が

再生産されるというもの26)から，諸機能が脱属

人的・非人格的・組織的形態で「支配-従属」

という権力関係が再生産されるもの27)までが想

定できることになる28)。

すなわち，この抽象水準 (Level1) までく

ると，経営機能遂行主体が，法形式的な意味で

資産家であるのか賃金労働者であるのかは分析

上の有効性を持たない29)。問題なのは，①労働

と労働諸条件が分離し30)，②社会的生産が無政

府的31)になされる，という「資本制社会システ

ムjの根本条件，すなわち「生産手段の排他的

管理を可能にさせる生産関係j32)の資本制社会

'¥.. Review of Radical Political Economics， V olume 7， 

Number 2， (Summer， 1975)，“The Owners' In-
terventions in Decision-Making in Large Cor-

porations"， European Economic Review， N o. 6， 

1975も参照せよ。また，有井，前掲書156頁にお
いて「支配とは主体の客体に対する関係行為でそ

れぞれが主体として振る舞うことが前提である」

と指摘している。当然ではあるが，以上いずれの

論者も権力をタイプ分けしてその重層的決定関係

を述べているわけではない。

26) この形態の企業の事例分析としてなされたのが
事例 Iである。

27) この形態の企業の事例分析としてなされたのが
事例Eと事例目である。分化している度合いが高

いのは芝浦製作所の方だろうが，経営規模の大き

さや株式分散度が高度化しているのは日立製作所

の方である。

28) 有井，前掲書169，205頁も参照せよ。
29) 有井，向上書87-90頁，青木，前掲書136頁も参

照したO

30) 資本制社会システムが持つこのような構造的特
質を，拙稿，前掲論文 (2000年)では「歴史的分
化」と表現している。

31) 無政府的といっても無管理ということではなく，
商品経済法則が事後的に貫徹するということであ

る。篠原三郎「独占と官僚制Jr法経研究.1 (静岡
大学)第39巻第2号， 1991年， 29頁，有井，前掲
書103頁も参照せよ。
32) 結果としての増殖も大事であるが，その結果ノ
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図1システムにおける形態が再生産されることなの

である33)。資本制社会システムの構造的特質か

ら，この再生産は世界的規模で個別分権的に分

散している経営諸資源を通じて達成される。こ

のことは，その過程が経営諸資源の排他的な管

理者である諸主体を通じてなされることをも意

味する。

社会システムにおいて生産関係の規定性が貫

徹しているという意味で，企業レベル (Level

I) においても， 1構造的支配」が「実現」し
ている。しかし，その指摘だけでは明らかに不

十分であり，経営諸資源に付随しているさまざ

まなタイプの権力(司令的支配権力・制約的支

配権力・収益的支配権力)を付与された諸主体

の重層的決定関係を媒介にして， 1構造的支

配」は達成(実現)されるというところまで分

析を到達させる必要があるだろう。

N 概念的整理一一結びに代えて一一

企業支配論を展開する上で，気をつけなけれ

ばならないことは，概念上の混乱 (1semantic 

confusionsJ34) )を避けることである。これま

¥を目的化させてしまう社会関係こそが資本制社会

システムの根本命題である。すなわち， I生産手
段の私的所有」というときの実質的内容は，①

労働からの労働諸条件の分離と②労働諸条件が

個別分権的に管理されているということのこつを

意味する。換言すれば， I生産手段の私的所有」
というときには注意が必要で，まず第一に， I生
産手段」といっても，どの主体を中心的に見るか

によって何が生産手段になるのかは時間的・空間

的条件によって左右され，第二に， I私的所有J
とは「個別所有Jの意味でもあるということであ
る。一般的には法律的所有権の構造を云々する議

論が多いが，それから経済的な実態を推論するの

は良いとしても，必ずしも経済的実態と一致する

とは限らない。以上のことを踏まえて， I生産手
段の私的所有」を「各生産手段の排他的管理」と

表現している。

33) したがって， I生産手段の所有者がだれである
か，生産過程の直接的管理をだれが行うのか，両

者が同一人物であるかどうか，は資本主義か否か

の判定基準たりえないJのである。青木，前掲書
228頁から引用。

34) Theo Nichols， 0ωnersh仇 controland ideolo-ノ
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Levelm :人類社会レベル(1万年以上)
G抽象佐

社会における生産闘係の規定的↑性生格ニ構造的支配の抽出

Level II :資本制社会システムレベル(500年程度)
G抽象化

(個別)資本運動の導出

Level I :企業レベル(100年程度)
G抽象化

個別活動主体聞の権力関係=支配権力の重層的決定関係

で，抽象レベルを徐々に下げていきながら，既

存理論を統一的に把握しうる視角の展開をして

きたわけが，最後に，概念的な整理を行いつつ，

構造的支配ー権力パラダイムの優位性を指摘し

ておきたい。

まず，これまでの論述から明らかなように，

各抽象水準は「無関係J1単純にj層を形成し
ているわけではなく相互規定的・螺旋的関係に

あることは言うまでもない。すなわち， Level 

Iにおいて， Level IIとLevelmで抽出され

た性質は「実現Jしているし，いつの時代にも
人間は対自然的活動を展開することで自らを再

生産しなければ存在できないという意味で，

Level mにおいても LevelI は「実現J して

いる。

以上のことから，企業における支配権力につ

いて議論するとき，社会システムレベルから抽

出できる特質 (Levelmないし LevelII) の

指摘だけでは不十分35)であって，それがどのよ

うな形態で企業レベルまで浸透しているのかを

"-..gy: 飢 enquir:ツ切tocertainαspects of modern 
business ideology， Allen & Unwin， 1969， p. 6l.か

ら引用。

35) かなり大まかな表現になるが，経済学の領域で

議論される支配論に多いタイプである。
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説明しなければ概念的に把握したとは言えない=

また逆に，いきなり企業レベルの分析 (Le¥"el

1 )だけ36)を行っても，社会システムレベルか

ら抽出できる特質を無視してしまい，支配分析

上の限界{論点 e)]を露呈してしまう。抽象

水準を下げて行きつつ必要な媒介概念を導入

しながら，高次レベルの特質がどのように低次

レベルで、実現しているのかを具体的に展開しな

ければならない。

Level mは時間的には人類社会史まで，空間
的には世界社会までを想定したものであった。

このレベルの分析を行うことで， I社会システ
ムにおいて生産関係が持つ規定性Jを，すなわ

ち，生産関係こそが社会システムの再生産を

「支配」しているということを抽出できた。こ

のことを明確にするために，迂遠なようであっ

たが，本稿では人類学の諸成果も使いながら，

「構造的支配」を抽出したのだ、った。

次に， Level mから抽出できた結果を含んだ、
(すなわち，その結果が実現している) Level 

Eの抽象レベル分析によって，商品関係の全面

化こそが資本制社会システム特有の生産関係で

あり，それから導出される(個別)資本運動が

資本制社会システムを「支配J(=構造的支
配)していると把握できる37)。しかし，資本運

動がどのような形態で企業レベルにおいて貫徹

しているのかは，この抽象水準では何も説明さ

れていない。

そこで最後に， Level 1の分析をすることで，

個別資本運動の「構造的支配Jがどのような形
態で企業レベルにおいて貫徹しているのかを説

明できることになる。世界的規模で個別分権的

に散在する経営諸資源は，企業という場で，諸

人格を介して結合するわけであるから， (経営

諸資源の管理者としての)諸人格の「意思決

36) 経営学の領域で議論される支配論に多いタイプ

である。

37) 図からもわかるように，抽象レベル聞の関係は，

高抽象レベルで抽出できた結果はより低レベルで

「実現」しているというものである。螺旋的関係

なのである。

定」を分析する必要がある。さらに，諸「意思

決定」はそれぞれ「等価」に連鎖し，結合する

わけではなく，資本運動に対する当該経営資源

の戦略的重要性の格差が一定の権力関係を生み

出す。すなわち， I権力y8)概念を媒介させる必

要が出てくるのであり，こうして，意思決定聞

の不等価性・非対称性が明らかとなった。また，

「権力」概念は三つにタイプ化され，それらは

重層的決定関係にあるのだ、った。

具体的に述べれば，三つの事例分析の利用を

通じて，既存理論のパラダイムでは捕捉できな

い重要な論点が出てくることを明示するととも

に， I意思決定JIタイプ化された権力J概念を
導入することを提起した。

すなわち， I意思決定」概念の導入は，社会
に散在する経営諸資源(資金・物的手段から諸

主体の意識水準までを含む)が，商品関係を媒

介した諸人格(投資家から末端労働者や関連企

業までを含む)を通じて結合する形態を総体的

に把握させてくれる。しかし，このままでは単

に法パラダイムと組織パラダイムの利点の折衷

的把握でしかない。そこで 「タイフ。化された

権力」概念を媒介させることで，意思決定過程

全体に介入する諸主体を，権力格差を把握しつ

つ分析で、きることになる。経営構造全体におけ

る，諸主体が占める相対的な重要性(すなわち，

戦略性)は，商品関係の全面化によって導出さ

れる「資本運動J(構造的支配の資本制的形
態)から規定されるのである。

38) 権力を三つにタイプ化することを提案している

のは Murphyであるが，一定の閉鎖対象から排

除されたグループが採用する戦略を強調したのは

Frank Parkinである。つまり，本論文と関わら

せて言えば，生産手段を「閉鎖」され，排除され

た賃労働者らが採る「奪還 (usurpation)戦略」

を権力論として提示したわけである。権力の重層

性・構造性を指摘した貢献は大きい。 Frank

Parkin，“Strategies of Social Closure in Class 

Formation" in The Social analysis of class struc-

ture， edited by Frank Parkin， Tavistock Publi-

cations， 1974 と Marxismand class theory:・a

bourgeois critique， Columbia University Press， 

1979を参照せよ。
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以上のように，本稿では，三つの抽象水準を， 配J(Level mないし LevelII) は，直接的に

Level m ;社会システムにおける生産関係

の規定性

↓↑ 

Level II ;資本制社会システムにおける商

品関係の規定性=資本運動39)

↓↑ 

Level 1 ;企業における生産関係の重層性

=支配権力の重層的決定関係

として設定し，抽象水準を下げて行きつつ，

必要な媒介概念を導入しながら，高次レベルの

特質がどのように低次レベルで「実現」してい

るのかを具体的に展開した。このような抽象水

準を設定40)することによって，①現実的な利

害(社会システムの構造的特質)を社会的主体

に解消してしまうことなく，だからといって，

②基礎レベルでの闘争が直接的かっ完全に行

動を規定するわけでもない41)，ということを端

的に示すことができる。すなわち， I構造的支

39) I資本(運動)の支配」という個別資本説特有
の指摘は重要であるが，権力概念を導入しなけれ

ば， Level IIまでの指摘で終わるのであり，企業

レベルの権力論としては明らかに不十分である。

さらに，この学派の多くはいわゆる「法的(株

式)所有者」にこだわる法パラダイムの論者が多

く，組織パラダイムの視点は無視ないし軽視され

ることが多い。そういう意味で，両視点を， I企
業における生産関係」の視角を基礎にした所有論

の中に包摂しようという片岡，前掲書 (1992年)

の議論は特筆すべきであるが，あくまで所有論と

してであり，直接的に権力論を展開しているわけ

ではない。

40) Edwardsは， P. K. Edwards and Hugh Scul-

lion， The social organization of industrial conflict: 

control and resistance in the ωorkρlace， Blackwell， 

1982， pp. 9-14.で闘争レベル (Levelof con-

flict) を構造 (structural) レベル・制度(Insti-

tutional)レベル・行動 (Behavioural)レベル

と設定したうえで，それに対応する闘争形態とし

て，それぞれ構造的に内在化した闘争，制度化さ

れた闘争，文字通り/非直接的闘争を設定してい

る。

41) Paul Edwards， op. cit. (1990)， p. 128.， p. 139. 
などを参照した。

具体的な行動 (Level1) を規定するわけでは

ないが，だからといって消えてしまうわけでは

なく， Level 1において実現している42)。

一般的には実体論的に「支配力JIリーダー
シップJIテクノストラクチュアJI制約力」
「影響力」とか単に「権力」と表現されること

が多いが，どの抽象水準で、抽出された概念であ

るかを限定せずに議論すると，概念上の混乱が

起きるだけであり，無限に新しい造語を設定し

てしまうことになりかねない。すなわち，諸1既

念に反映させる諸現実における共通基盤と差異

とを把握することで，概念を区別と連関の中で

捉えなければならない。そういう意味で，本稿

では「所有JI支配JI意思決定JI権力」等々
の諸概念がいずれも実体論的にではなく関係論

的に把握されている。その関係の基礎となって

いるのが， I構造的支配J概念なのである。
これまで示してきた抽象水準設定と論理展開

を利用すれば，経営者が主意主義的に戦略決定

を行っている(組織パラダイムの中心論点)わ

けではないことを示せるし，法的(株式)所有

権者意思が，企業レベルにおいて，完全一方向

的に貫徹している(法パラダイム)わけではな

いことも示せる。さらに，生産関係が，経済的

/物的審級だけに限定・還元されず，管理・統

制構造を政治的/管理的審級として，経営理念

や労働者の意識をイデオロギー的/知識的審級

として，重層的に把握できることになり，企業

における支配権力の重層的決定関係がより具体

的に展開できる。このことは個別資本運動の企

業レベルにおける具体的展開であると言えるだ

ろう。

法パラダイムでは経営諸資源の法形式的所在

が判明することになるために，資本制社会シス

テムの(法形式的な意味での)個別分権的側面

を明確にするが，法形式の内奥に存在する諸資

源の具体的結合関係までは踏み込めなかった。

42) 篠原三郎『現代管理社会論の展望』こうち書房，

1994年， 43頁に同様の指摘がある。
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一方，組織パラダイムは経営諸資源の具体的結

合構造を明らかにすることから，個別企業レベ

ルの経営諸資源の結合構造を明確にはするが，

社会システムが持つ構造的特質による諸制約を

無視ないし軽視してしまうことで，主意主義的

にならざるを得ないし，諸主体間の権力格差を

描出できなかった。

このように，既存支配論は資本制社会システ

ムの構造的特質(構造的支配)についての認識

がないかもしくは希薄であるために，どうして

も捕捉できない重要論点[表四の a)b) c) d) 

e) 1が出てこざるを得なかった。本稿で提示し
た分析視角とその具体的展開は，資本制社会シ

ステムの構造的特質(構造的支配)を根底に，

必要な媒介概念を補充しつつ，論理展開するパ

ラダイムであるから，既存支配論の良質な部分

を保存しつつ限界点を乗り越えた視角であると

いえるのではないだろうか。

(完)

(受理 2004年7月9日)


